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建設業における労働災害発生状況と
法令改正について

令和８年度 山口県公共工事労働安全講習会
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１ 労働災害発生状況（全国）

２ 労働災害発生状況（山口県）

３ 改正労働安全衛生法の概要
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製造業

昭和 平成

死亡災害報告より作成
※１平成23年は東日本大震災を直接の原因と
する死亡者を除いた数
※２新型コロナウイルス感染症へのり患によ
るものを除いた労働災害による死亡者数

令和

昭和４８年から令和7年（約５０年間）の減少幅

【全産業】 【建設業】 【製造業】
１／７   １／１１  １／８

死亡災害発生状況の推移
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全産業

平成

人

建設業

製造業

昭和

平成23年までは労災保険給付データ及び
労働者死傷病報告（労災非適）より作成
平成24年以降は労働者死傷病報告より作成

※１ 休業4日以上の死傷者数
※２ 平成23年は東日本大震災を直接の原因

とする死傷者を除いた数
※３ 新型コロナウイルス感染症のり患による

ものを除いた労働災害による死傷者数

22,372

令和

死傷災害発生状況の推移
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業種別労働災害発生状況（死亡者数、休業４日以上の死傷者数）R６/R７比較



業種別労働災害発生状況（死亡災害、休業４日以上の死傷災害）の推移 H 2 8 - R７
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建設業における労働災害発生状況の推移
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H25 H26 H27 H28 H29 H30
H31
/R1

R2※ R3※ R4※ R5※ R6※ R7※

死亡災害 342 377 327 294 323 309 269 256 278 281 223 232 214

墜落・転落
災害

160 148 128 134 135 136 110 95 110 116 86 77 91

○ 死亡災害（資料出所：死亡災害報告(厚生労働省））

H25 H26 H27 H28 H29 H30
H31
/R1

R2※ R3※ R4※ R5※ R6※ R7※

死傷災害 17,189 17,184 15,584 15,058 15,129 15,374 15,183 14,790 14,926 14,539 14,414 13,849 13,533

墜落・転落
災害

5,983 5,941 5,377 5,184 5,163 5,154 5,171 4,756 4,869 4,594 4,554 4,351 4,343

○ 休業4日以上の死傷災害（資料出所：労働者死傷病報告 (厚生労働省））

前年比較

▲316人
2.3％減少

▲8人
0.2%減少

前年比較

▲18人
7.8%減少

＋14人
18.2%増加

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除外したもの

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除外したもの



建設業における労働災害発生状況の推移
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墜落・転落, 91人, 

42%

はさまれ・巻き込まれ,

23人, 11%
崩壊・倒壊, 

22人, 10%

激突され,

14人, 7%

交通事故（道路）, 

14人, 7%

その他, 50人, 23%

214人

建設業, 214人, 

31%

第三次産業, 197人, 

28%

製造業, 115人, 

16%

陸上貨物運送事業, 80人, 12%

その他(農業・畜産・水産業等）, 94人, 

13%

700人

令和７年死亡災害の業種別内訳 令和７年建設業の死亡災害の事故の型別内訳

令和７年建設業の死亡災害の起因物別内訳

仮設物、建築物、構築

物等、65人、30.4%

建設機械等、39人、

18.2%
環境等、28人、

13.1%

動力運搬機、

26人、12.1%

用具、9人、

4.2%

その他、47人、

22.0%



１ 労働災害発生状況（全国）

２ 労働災害発生状況（山口県）

３ 改正労働安全衛生法の概要
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２ 労働災害発生状況 （山口県 ※全業種）

労働災害の推移

令和７年の労働災害による死傷者数は1,428人で、令和６年に比べ68人増加しました。
発生原因別では「転倒」による死傷者数がもっとも多く、全体の４分の１以上を占めています。

労働災害の発生原因

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く
出所：労働者死傷病報告（休業4日以上の労働災害）

転倒, 377, 

26.4%

墜落・転落, 

252, 17.6%

動作の反動・無理な

動作, 193, 13.5%

はさまれ・巻き込

まれ, 141, 9.9%

交通事故

（道路）, 

93, 6.5%

切れ・こす

れ, 85, 

6.0%

激突され, 

72, 5.0%

飛来・落下, 

65, 4.6%

その他, 

100, 7.0%
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２ 労働災害発生状況 （山口県 ※建設業）

労働災害の推移 労働災害の発生原因

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く
出所：労働者死傷病報告（休業4日以上の労働災害）

墜落・転落, 

65, 33.5%

飛来・落下, 

20, 10.3%

転倒, 19, 9.8%

切れ・こすれ, 19, 

9.8%

はさまれ・巻き込

まれ, 18, 9.3%

交通事故

（道路）, 

14, 7.2%

動作の反動・無理

な動作, 13, 6.7%

激突され, 11, 

5.7%

その他, 15, 

7.7%

労働災害による死傷者数は、過去10年で見ますと概ね減少傾向を示していますが、令和７年は令和６
年を８件上回っており、近年は増加傾向に転じています。
令和７年の労働災害（全194件）について、発生原因別でみると、「墜落・転落」が一番多く、３分の

１以上を占めています。
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２ 労働災害発生状況 （山口県 ※建設業の死亡災害事例）
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１ 労働災害発生状況（全国）

２ 労働災害発生状況（山口県）

３ 改正労働安全衛生法の概要



個人事業者等の安全衛生対策の推進について
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個人事業者等の安全衛生対策の推進について
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個人事業者等の安全衛生対策の推進について
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個人事業者等の安全衛生対策の推進について
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個人事業者等の安全衛生対策の推進について

19

（ 特定）元方事業者（３業種）や注文者が混在作業場所において、自社及び関係請負人等に雇用さ
れてい る労働者の災害防止のために講ずべき必要な指導や連絡調整等の措置について、その対象が
当該労働者から個人事業者等を含む作業従事者に拡大されました 。



個人事業者等の安全衛生対策の推進について
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個人事業者等の安全衛生対策の推進について
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個人事業者等の安全衛生対策の推進について
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個人事業者等の安全衛生対策の推進について
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個人事業者等の安全衛生対策の推進について

24

業務上災害報告制度の創設（脳・心臓疾患及び精神障害に関しては別に個人事業者等自身が報告）



個人事業者等の安全衛生対策の推進について

25



高年齢者の労働災害防止の推進等エイジフレンドリー指針（概要）について

26

労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律（令和７年法律第33号）による、改正後の労働安全衛生法
（昭和47年法律第57号）第62条の２の規定によって、高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善等が事業者の努力義務
となったことを受け、「高年齢者の労働災害防止のための指針」が策定され、令和８年２月10日から適用されています。

山口県内の60歳以上の労働者に係る労働災害

（休業４日以上）は、平成27年は335人（全体

の26.3%）でしたが、令和７年は485人（全体の

34.0％）と大幅に増加しています。



高年齢者の労働災害防止の推進等エイジフレンドリー指針（概要）について

27



28

ご清聴ありがとうございました。
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